
  

  

（訂正）「平成22年３月期 第２四半期決算短信（非連結）」の一部訂正について 

  

当社が平成21年11月10日に公表致しました「平成22年３月期 第２四半期決算短信（非連結）」に

つきまして、一部訂正がありましたので、お知らせ致します。 

なお、訂正箇所につきましては  下線を付して表示しております。 

訂正理由につきましては、平成25年９月９日付「外部調査委員会の報告書受領に関するお知らせ」

及び本日付「過年度に係る有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度に係る決算短信（訂正

版）の公表について」をご参照下さい。 

  

以 上

  

    

    平成25年９月12日

各 位     

  会 社 名 

  代 表 者 名 代表取締役社長 土谷 忠彦 

  （ コ ー ド 番 号 1 8 4 7  東 証 第 一 部 ）

  問い合わせ先 財務経理部長 渡辺 直之 

  （ T E L .  0 3 － 3 8 4 5 － 8 0 9 6 ）
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【訂正前】 

１．平成22年３月期第２四半期の業績（平成21年４月１日～平成21年９月30日） 

  

  

（２）財政状態 

  

【訂正後】 

１．平成22年３月期第２四半期の業績（平成21年４月１日～平成21年９月30日） 

  

  

（２）財政状態 

  

（１）経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

22年３月期第２四半期  29,421  △16.4  426  △46.3  379  △50.2  374  △33.3

21年３月期第２四半期  35,214  －  793  －  762  －  562  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

22年３月期第２四半期  10.45  10.39

21年３月期第２四半期  15.69  15.61

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

22年３月期第２四半期  32,071  6,764  21.0  187.76

21年３月期  33,264  6,560  19.6  182.16

（参考）自己資本 22年３月期第２四半期 百万円6,742   21年３月期 百万円6,526

（１）経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

22年３月期第２四半期  29,414  △16.5  422  △46.8  376  △50.6  121  △78.4

21年３月期第２四半期  35,214  －  793  －  762  －  562  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

22年３月期第２四半期  3.39  3.37

21年３月期第２四半期  15.69  15.61

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

22年３月期第２四半期  31,814  6,511  20.4  180.72

21年３月期  33,264  6,560  19.6  182.16

（参考）自己資本 22年３月期第２四半期 百万円6,488   21年３月期 百万円6,526
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【訂正前】 

 当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）におけるわが国経済は、経済対策の効果もあ

ってやや持ち直しの兆しが見られたものの、雇用・所得環境の悪化や企業収益の悪化等もあり、景気は依然として厳し

い状況で推移いたしました。 

 建設業界におきましては、住宅着工件数の大幅な減少、不動産市況の低迷、民間設備投資の減少など受注環境は大変

厳しい状況が続いています。 

 このような状況のもと、当社はコア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事等に経営資源を集中し、受注の拡

大と経営の効率化を推し進めており、当第２四半期の業績は計画通りに推移いたしました。 

 当第２四半期会計期間の業績につきましては、売上高は164億２千万円（前年同期比17.1％減）、営業利益は経費削

減に努めたものの、貸倒引当金繰入の影響により、２億６千５百万円（前年同期比30.7％減）、経常利益は２億２千９

百万円（前年同期比37.1％減）となりましたが、特別損失が前年同期に比べ大幅に減少したことなどにより、四半期純

利益は２億５千６百万円（前年同期比40.6％増）となりました。 

 また、当期の業績予想につきましては、既に発表している内容に変更はありません。 

  

 事業の種類別業績は、以下のとおりであります。 

  

（建設事業） 

 受注・価格競争が激化する厳しい経営環境において、企画提案型営業の拡大や購買力の向上などの課題に引き続き取

り組んでまいりました。その結果、受注高は169億２千４百万円（前年同期比19.6％増）、完成工事高は162億３千万円

（前年同期比17.0％減）、次期への繰越工事高は360億２千２百万円（前年同期比18.6％減）、そして、完成工事総利

益は９億６千９百万円（前年同期比4.5％減）となりました。 

  

（不動産事業） 

 販売用不動産の売上減少等により不動産事業売上高は１億８千９百万円（前年同期比27.0％減）、不動産事業総利益

は２千５百万円（前年同期比7.2％減）となりました。 

  

 なお、平成22年３月期第１四半期に係る経営成績に関する定性的情報については、平成22年３月期第１四半期決算短

信（平成21年８月７日開示）をご参照ください。 

  

定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報
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【訂正後】 

 当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）におけるわが国経済は、経済対策の効果もあ

ってやや持ち直しの兆しが見られたものの、雇用・所得環境の悪化や企業収益の悪化等もあり、景気は依然として厳し

い状況で推移いたしました。 

 建設業界におきましては、住宅着工件数の大幅な減少、不動産市況の低迷、民間設備投資の減少など受注環境は大変

厳しい状況が続いています。 

 このような状況のもと、当社はコア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事等に経営資源を集中し、受注の拡

大と経営の効率化を推し進めており、当第２四半期の業績は計画通りに推移いたしました。 

 当第２四半期会計期間の業績につきましては、売上高は164億１千３百万円（前年同期比17.2％減）、営業利益は経

費削減に努めたものの、貸倒引当金繰入の影響により、２億６千１百万円（前年同期比31.6％減）、経常利益は２億２

千６百万円（前年同期比38.1％減）となりましたが、特別損失が前年同期に比べ大幅に減少したことなどにより、四半

期純利益は３百万円（前年同期比98.0％減）となりました。 

 また、当期の業績予想につきましては、既に発表している内容に変更はありません。 

  

 事業の種類別業績は、以下のとおりであります。 

  

（建設事業） 

 受注・価格競争が激化する厳しい経営環境において、企画提案型営業の拡大や購買力の向上などの課題に引き続き取

り組んでまいりました。その結果、受注高は169億２千４百万円（前年同期比19.6％増）、完成工事高は162億２千３百

万円（前年同期比17.0％減）、次期への繰越工事高は360億２千９百万円（前年同期比18.6％減）、そして、完成工事

総利益は９億６千６百万円（前年同期比4.8％減）となりました。 

  

（不動産事業） 

 販売用不動産の売上減少等により不動産事業売上高は１億８千９百万円（前年同期比27.0％減）、不動産事業総利益

は２千５百万円（前年同期比7.2％減）となりました。 

  

 なお、平成22年３月期第１四半期に係る経営成績に関する定性的情報については、平成22年３月期第１四半期決算短

信（平成21年８月７日開示）をご参照ください。 
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【訂正前】 

 当第２四半期会計期間末の財政状態は、総資産が320億７千１百万円となり、前事業年度末に比べ11億９千３百万円

減少しました。主な要因は、流動資産では、現金預金の減少16億３千３百万円、受取手形・完成工事未収入金の増加23

億９千６百万円、未成工事支出金の減少17億５千２百万円などがあり、流動負債では、支払手形・工事未払金の増加３

億８千８百万円、短期借入金の減少17億５千９百万円、長期借入金の増加２億４千万円などがありました。純資産は67

億６千４百万円となり、自己資本比率は21.0％となりました。 

  

【訂正後】 

 当第２四半期会計期間末の財政状態は、総資産が318億１千４百万円となり、前事業年度末に比べ14億４千９百万円

減少しました。主な要因は、流動資産では、現金預金の減少16億３千３百万円、受取手形・完成工事未収入金の増加23

億８千９百万円、未成工事支出金の減少17億５千２百万円などがあり、流動負債では、支払手形・工事未払金の増加３

億８千５百万円、短期借入金の減少17億５千９百万円、長期借入金の増加２億４千万円などがありました。純資産は65

億１千１百万円となり、自己資本比率は20.4％となりました。 

  

２．財政状態に関する定性的情報
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【訂正前】 

(1）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有な会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

  

(2）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期大型工事（工期１年以上、かつ、請負金額５億円以上）に

ついては工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期会計期間から

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約か

ら、当第２四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事

の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事（工期１年以上、かつ、請負金額５億円以

上）については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を引き続き適用しております。 

 これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期累計期間に係る売上高は32億８千４百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前四半期純利益が、それぞれ１億円増加しております。 

  

【訂正後】 

(1）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有な会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

  

(2）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期大型工事（工期１年以上、かつ、請負金額５億円以上）に

ついては工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期会計期間から

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約か

ら、当第２四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事

の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事（工期１年以上、かつ、請負金額５億円以

上）については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を引き続き適用しております。 

 これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期累計期間に係る売上高は32億７千９百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前四半期純利益が、それぞれ９千８百万円増加しております。 

  

４．その他
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【訂正前】 

  

５．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

（単位：百万円）

        
  

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

（平成21年３月31日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金預金 6,708 8,341

  受取手形・完成工事未収入金 12,868 10,472

  未成工事支出金 5,436 7,189

  その他 971 836

  貸倒引当金 △601 △376

  流動資産合計 25,383 26,462

 固定資産 

  有形固定資産 4,248 4,297

  無形固定資産 52 57

  投資その他の資産 

   その他 4,379 4,370

   貸倒引当金 △1,993 △1,923

   投資その他の資産計 2,386 2,447

  固定資産合計 6,688 6,801

 資産合計 32,071 33,264
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（単位：百万円）

      
  

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

（平成21年３月31日） 

負債の部 

 流動負債 

  支払手形・工事未払金 15,299 14,911

  短期借入金 2,861 4,621

  １年内償還予定の社債 110 110

  未払法人税等 23 27

  未成工事受入金 3,571 3,579

  完成工事補償引当金 131 141

  工事損失引当金 30 55

  賞与引当金 299 323

  その他 392 543

  流動負債合計 22,718 24,311

 固定負債 

  社債 385 440

  長期借入金 794 554

  退職給付引当金 747 718

  その他 661 679

  固定負債合計 2,588 2,392

 負債合計 25,307 26,703

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 4,301 4,294

  資本剰余金 186 179

  利益剰余金 2,064 1,940

  自己株式 △15 △15

  株主資本合計 6,536 6,398

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 205 127

  評価・換算差額等合計 205 127

 新株予約権 22 33

 純資産合計 6,764 6,560

負債純資産合計 32,071 33,264
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【訂正後】 

  

（単位：百万円）

        
  

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

（平成21年３月31日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金預金 6,708 8,341

  受取手形・完成工事未収入金 12,861 10,472

  未成工事支出金 5,436 7,189

  その他 970 836

  貸倒引当金 △601 △376

  流動資産合計 25,376 26,462

 固定資産 

  有形固定資産 4,248 4,297

  無形固定資産 52 57

  投資その他の資産 

   その他 4,130 4,370

   貸倒引当金 △1,993 △1,923

   投資その他の資産計 2,137 2,447

  固定資産合計 6,438 6,801

 資産合計 31,814 33,264
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（単位：百万円）

      
  

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

（平成21年３月31日） 

負債の部 

 流動負債 

  支払手形・工事未払金 15,296 14,911

  短期借入金 2,861 4,621

  １年内償還予定の社債 110 110

  未払法人税等 23 27

  未成工事受入金 3,571 3,579

  完成工事補償引当金 131 141

  工事損失引当金 30 55

  賞与引当金 299 323

  その他 392 543

  流動負債合計 22,715 24,311

 固定負債 

  社債 385 440

  長期借入金 794 554

  退職給付引当金 747 718

  その他 661 679

  固定負債合計 2,588 2,392

 負債合計 25,303 26,703

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 4,301 4,294

  資本剰余金 186 179

  利益剰余金 1,811 1,940

  自己株式 △15 △15

  株主資本合計 6,283 6,398

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 205 127

  評価・換算差額等合計 205 127

 新株予約権 22 33

 純資産合計 6,511 6,560

負債純資産合計 31,814 33,264
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【訂正前】 

  

（２）四半期損益計算書

（第２四半期累計期間）

（単位：百万円）

    
前第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

売上高 35,214 29,421

売上原価 33,272 27,611

売上総利益 1,941 1,810

販売費及び一般管理費 1,148 1,384

営業利益 793 426

営業外収益 

 受取利息 4 9

 受取配当金 9 5

 還付消費税等 － 9

 その他 5 7

 営業外収益合計 19 31

営業外費用 

 支払利息 42 41

 支払手数料 － 28

 その他 8 8

 営業外費用合計 50 78

経常利益 762 379

特別利益 

 投資有価証券売却益 40 －

 貸倒引当金戻入額 29 －

 その他 1 －

 特別利益合計 70 －

特別損失 

 固定資産除却損 － 0

 投資有価証券評価損 101 －

 和解金 250 －

 その他 4 －

 特別損失合計 356 0

税引前四半期純利益 476 379

法人税、住民税及び事業税 9 9

法人税等調整額 △95 △5

法人税等合計 △85 4

四半期純利益 562 374

－ 11 －



【訂正後】 

  

（単位：百万円）

    
前第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

売上高 35,214 29,414

売上原価 33,272 27,607

売上総利益 1,941 1,807

販売費及び一般管理費 1,148 1,384

営業利益 793 422

営業外収益 

 受取利息 4 9

 受取配当金 9 5

 還付消費税等 － 9

 その他 5 7

 営業外収益合計 19 31

営業外費用 

 支払利息 42 41

 支払手数料 － 28

 その他 8 8

 営業外費用合計 50 78

経常利益 762 376

特別利益 

 投資有価証券売却益 40 －

 貸倒引当金戻入額 29 －

 その他 1 －

 特別利益合計 70 －

特別損失 

 固定資産除却損 － 0

 投資有価証券評価損 101 －

 和解金 250 －

 その他 4 －

 特別損失合計 356 0

税引前四半期純利益 476 375

法人税、住民税及び事業税 9 9

法人税等調整額 △95 244

法人税等合計 △85 253

四半期純利益 562 121

－ 12 －



【訂正前】 

  

（第２四半期会計期間）

（単位：百万円）

    
前第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

売上高 19,815 16,420

売上原価 18,773 15,424

売上総利益 1,042 995

販売費及び一般管理費 660 730

営業利益 382 265

営業外収益 

 受取利息 4 6

 受取配当金 0 0

 その他 3 5

 営業外収益合計 8 12

営業外費用 

 支払利息 20 18

 支払手数料 － 26

 その他 4 2

 営業外費用合計 25 47

経常利益 365 229

特別利益 

 投資有価証券売却益 40 －

 貸倒引当金戻入額 － 30

 その他 11 －

 特別利益合計 51 30

特別損失 

 固定資産除却損 － 0

 投資有価証券評価損 81 －

 和解金 250 －

 その他 2 －

 特別損失合計 333 0

税引前四半期純利益 83 260

法人税、住民税及び事業税 5 5

法人税等調整額 △104 △1

法人税等合計 △99 3

四半期純利益 182 256

－ 13 －



【訂正後】 

  

（単位：百万円）

    
前第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

売上高 19,815 16,413

売上原価 18,773 15,421

売上総利益 1,042 992

販売費及び一般管理費 660 730

営業利益 382 261

営業外収益 

 受取利息 4 6

 受取配当金 0 0

 その他 3 5

 営業外収益合計 8 12

営業外費用 

 支払利息 20 18

 支払手数料 － 26

 その他 4 2

 営業外費用合計 25 47

経常利益 365 226

特別利益 

 投資有価証券売却益 40 －

 貸倒引当金戻入額 － 30

 その他 11 －

 特別利益合計 51 30

特別損失 

 固定資産除却損 － 0

 投資有価証券評価損 81 －

 和解金 250 －

 その他 2 －

 特別損失合計 333 0

税引前四半期純利益 83 256

法人税、住民税及び事業税 5 5

法人税等調整額 △104 247

法人税等合計 △99 252

四半期純利益 182 3

－ 14 －



【訂正前】 

  

（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

    
前第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税引前四半期純利益 476 379

 減価償却費 68 67

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 175 294

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 24 △10

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △135 △25

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21 －

 賞与引当金の増減額（△は減少） 12 △24

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 29

 受取利息及び受取配当金 △13 △14

 支払利息 42 41

 投資有価証券売却損益（△は益） △40 －

 投資有価証券評価損益（△は益） 101 －

 和解金 250 －

 売上債権の増減額（△は増加） △2,628 △2,408

 販売用不動産の増減額（△は増加） 112 0

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,401 1,752

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,654 388

 未払消費税等の増減額（△は減少） △80 △194

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △972 △8

 その他 △163 △93

 小計 263 174

 利息及び配当金の受取額 14 11

 利息の支払額 △44 △46

 法人税等の支払額 △6 △14

 営業活動によるキャッシュ・フロー 227 125

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 有形固定資産の取得による支出 △2 △13

 無形固定資産の取得による支出 △1 △1

 投資有価証券の取得による支出 △33 △6

 投資有価証券の売却による収入 51 －

 貸付けによる支出 － △35

 その他 15 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー 29 △55

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,272 △1,000

 社債の償還による支出 － △55

 長期借入れによる収入 500 450

 長期借入金の返済による支出 △587 △969

 配当金の支払額 △248 △249

 その他 △0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 935 △1,823

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,192 △1,753

現金及び現金同等物の期首残高 5,079 8,341

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,272 6,588

－ 15 －



【訂正後】 

  

（単位：百万円）

    
前第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税引前四半期純利益 476 375

 減価償却費 68 67

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 175 294

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 24 △10

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △135 △25

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21 －

 賞与引当金の増減額（△は減少） 12 △24

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 29

 受取利息及び受取配当金 △13 △14

 支払利息 42 41

 投資有価証券売却損益（△は益） △40 －

 投資有価証券評価損益（△は益） 101 －

 和解金 250 －

 売上債権の増減額（△は増加） △2,628 △2,401

 販売用不動産の増減額（△は増加） 112 0

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,401 1,752

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,654 385

 未払消費税等の増減額（△は減少） △80 △194

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △972 △7

 その他 △163 △93

 小計 263 174

 利息及び配当金の受取額 14 11

 利息の支払額 △44 △46

 法人税等の支払額 △6 △14

 営業活動によるキャッシュ・フロー 227 125

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 有形固定資産の取得による支出 △2 △13

 無形固定資産の取得による支出 △1 △1

 投資有価証券の取得による支出 △33 △6

 投資有価証券の売却による収入 51 －

 貸付けによる支出 － △35

 その他 15 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー 29 △55

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,272 △1,000

 社債の償還による支出 － △55

 長期借入れによる収入 500 450

 長期借入金の返済による支出 △587 △969

 配当金の支払額 △248 △249

 その他 △0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 935 △1,823

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,192 △1,753

現金及び現金同等物の期首残高 5,079 8,341

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,272 6,588

－ 16 －



【訂正前】 

(1）受注高（第２四半期累計期間） 

  

(2）売上高（第２四半期累計期間） 

  

６．受注高・売上高・繰越高の状況

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（参考）前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  995 3.1％  59 0.2％  2,350 4.5％ 

民間  30,792 95.5   28,592 99.2   49,860 94.5  

計  31,788 98.6   28,651 99.4   52,210 99.0  

土 
木 

官公庁  2 0.0   － －   2 0.0  

民間  449 1.4   160 0.6   502 1.0  

計  451 1.4   160 0.6   504 1.0  

計 

官公庁  997 3.1   59 0.2   2,352 4.5  

民間  31,242 96.9   28,752 99.8   50,362 95.5  

計  32,239 100.0   28,812 100.0   52,714 100.0  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（参考）前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  948 2.7％  876 3.0％  2,114 3.3％ 

民間  33,421 94.9   28,077 95.4   60,467 94.3  

計  34,369 97.6   28,953 98.4   62,582 97.6  

土 
木 

官公庁  － －   － －   2 0.0  

民間  352 1.0   86 0.3   631 1.0  

計  352 1.0   86 0.3   633 1.0  

計 

官公庁  948 2.7   876 3.0   2,116 3.3  

民間  33,773 95.9   28,164 95.7   61,099 95.3  

計  34,721 98.6   29,040 98.7   63,216 98.6  

不動産事業  492 1.4   381 1.3   877 1.4  

合計  35,214 100.0   29,421 100.0   64,093 100.0  

－ 17 －



(3）次期繰越高 

  

(4）受注高（第２四半期会計期間） 

  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期会計期間末 
（平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

（参考）前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  3,120 7.1％  2,491 6.9％  3,308 9.1％ 

民間  40,901 92.3   33,438 92.8   32,923 90.8  

計  44,021 99.4   35,929 99.7   36,231 99.9  

土 
木 

官公庁  2 0.0   － －   － －  

民間  245 0.6   92 0.3   19 0.1  

計  247 0.6   92 0.3   19 0.1  

計 

官公庁  3,122 7.1   2,491 6.9   3,308 9.1  

民間  41,147 92.9   33,531 93.1   32,942 90.9  

計  44,269 100.0   36,022 100.0   36,250 100.0  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  250 1.8％  28 0.2％ 

民間  13,758 97.2   16,801 99.2  

計  14,009 99.0   16,829 99.4  

土 
木 

官公庁  － －   － －  

民間  139 1.0   95 0.6  

計  139 1.0   95 0.6  

計 

官公庁  250 1.8   28 0.2  

民間  13,897 98.2   16,896 99.8  

計  14,148 100.0   16,924 100.0  

－ 18 －



(5）売上高（第２四半期会計期間） 

  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  833 4.2％  557 3.4％ 

民間  18,374 92.7   15,604 95.0  

計  19,208 96.9   16,162 98.4  

土 
木 

官公庁  － －   － －  

民間  347 1.8   68 0.4  

計  347 1.8   68 0.4  

計 

官公庁  833 4.2   557 3.4  

民間  18,722 94.5   15,672 95.4  

計  19,555 98.7   16,230 98.8  

不動産事業  260 1.3   189 1.2  

合計  19,815 100.0   16,420 100.0  

－ 19 －



【訂正後】 

(1）受注高（第２四半期累計期間） 

  

(2）売上高（第２四半期累計期間） 

  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（参考）前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  995 3.1％  59 0.2％  2,350 4.5％ 

民間  30,792 95.5   28,592 99.2   49,860 94.5  

計  31,788 98.6   28,651 99.4   52,210 99.0  

土 
木 

官公庁  2 0.0   － －   2 0.0  

民間  449 1.4   160 0.6   502 1.0  

計  451 1.4   160 0.6   504 1.0  

計 

官公庁  997 3.1   59 0.2   2,352 4.5  

民間  31,242 96.9   28,752 99.8   50,362 95.5  

計  32,239 100.0   28,812 100.0   52,714 100.0  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（参考）前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  948 2.7％  876 3.0％  2,114 3.3％ 

民間  33,421 94.9   28,070 95.4   60,467 94.3  

計  34,369 97.6   28,946 98.4   62,582 97.6  

土 
木 

官公庁  － －   － －   2 0.0  

民間  352 1.0   86 0.3   631 1.0  

計  352 1.0   86 0.3   633 1.0  

計 

官公庁  948 2.7   876 3.0   2,116 3.3  

民間  33,773 95.9   28,157 95.7   61,099 95.3  

計  34,721 98.6   29,033 98.7   63,216 98.6  

不動産事業  492 1.4   381 1.3   877 1.4  

合計  35,214 100.0   29,414 100.0   64,093 100.0  

－ 20 －



(3）次期繰越高 

  

(4）受注高（第２四半期会計期間） 

  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期会計期間末 
（平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

（参考）前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  3,120 7.1％  2,491 6.9％  3,308 9.1％ 

民間  40,901 92.3   33,445 92.8   32,923 90.8  

計  44,021 99.4   35,936 99.7   36,231 99.9  

土 
木 

官公庁  2 0.0   － －   － －  

民間  245 0.6   92 0.3   19 0.1  

計  247 0.6   92 0.3   19 0.1  

計 

官公庁  3,122 7.1   2,491 6.9   3,308 9.1  

民間  41,147 92.9   33,538 93.1   32,942 90.9  

計  44,269 100.0   36,029 100.0   36,250 100.0  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  250 1.8％  28 0.2％ 

民間  13,758 97.2   16,801 99.2  

計  14,009 99.0   16,829 99.4  

土 
木 

官公庁  － －   － －  

民間  139 1.0   95 0.6  

計  139 1.0   95 0.6  

計 

官公庁  250 1.8   28 0.2  

民間  13,897 98.2   16,896 99.8  

計  14,148 100.0   16,924 100.0  

－ 21 －



(5）売上高（第２四半期会計期間） 

  

（単位：百万円）

項目 

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  833 4.2％  557 3.4％ 

民間  18,374 92.7   15,597 95.0  

計  19,208 96.9   16,155 98.4  

土 
木 

官公庁  － －   － －  

民間  347 1.8   68 0.4  

計  347 1.8   68 0.4  

計 

官公庁  833 4.2   557 3.4  

民間  18,722 94.5   15,665 95.4  

計  19,555 98.7   16,223 98.8  

不動産事業  260 1.3   189 1.2  

合計  19,815 100.0   16,413 100.0  

－ 22 －




